
（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１ 公共資産 １ 固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 2,796,264

①生活インフラ・国土保全 17,371,862 (2) 長期未払金

②教育 12,116,402 ①物件の購入等 73,722

③福祉 681,001 ②債務保証又は損失補償 0

④環境衛生 40,267 ③その他 0

⑤産業振興 3,937,393 長期未払金計 73,722

⑥消防 669,963 (3) 退職手当引当金 1,626,718

⑦総務 4,097,045 固定負債合計(d) 4,496,704

有形固定資産合計 38,913,933

(2) 売却可能資産 121,470 ２ 流動負債

公共資産合計(a) 39,035,403 (1) 翌年度償還予定地方債 468,268

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

２ 投資等 (3) 未払金 0

(1) 投資及び出資金 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

①投資及び出資金 619,892 (5) 賞与引当金 0

②投資損失引当金 0 流動負債合計(e) 468,268

投資及び出資金計 619,892

(2) 貸付金 0 負 債 合 計(B) {(d)+(e)} 4,964,972

(3) 基金等

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,001,357

③土地開発基金 545,334 [純資産の部]

④その他定額運用基金 118,360 １ 公共資産等整備国県補助金等 5,446,905

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,665,051 ２ 公共資産等整備一般財源等 33,492,501

(4) 長期延滞債権 125,923

(5) 回収不能見込額 △ 18,036 ３ その他一般財源等 21,817

投資等合計(b) 2,392,830

４ 資産評価差額 0

３ 流動資産

(1) 現金預金 純 資 産 合 計(C) 38,961,223

①財政調整基金 1,855,006

②減債基金 0

③歳計現金 623,149

現金預金計 2,478,155

(2) 未収金

①地方税 37,540

②その他 508

③回収不能見込額 △ 18,241

未収金計 19,807

流動資産合計(c) 2,497,962

資 産 合 計(A) {(a)+(b)+(c)} 43,926,195 負 債 ・ 純 資 産 合 計(D) {(B)+(C)} 43,926,195

※１ 他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 132,355 千円
②教育 58,505 千円
③福祉 111,147 千円
④環境衛生 648,932 千円
⑤産業振興 1,873,193 千円
⑥消防 647 千円
⑦総務 84,608 千円

計 2,909,387 千円
上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 1,047,613 千円

②地方債 130,544 千円
③一般財源等 1,731,230 千円

計 2,909,387 千円
※２ 債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 20,000 千円

②債務保証又は損失補償 0 千円
（うち共同発行地方債に係るもの 0 千円）
③その他 18,165 千円

※３ 地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち0千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。
※４ 普通会計の将来負担に関する情報 普通会計の将来負担額 7,727,337 千円

（貸借対照表に計上したものを含む） [内訳] 普通会計地方債残高 3,264,532
債務負担行為支出予定額 111,887
公営事業地方債負担見込額 2,683,624
一部事務組合等地方債負担見込額 318,567
退職手当負担見込額 1,348,727
第三セクター等債務負担見込額 0
連結実質赤字額 0
一部事務組合等実質赤字負担額 0

基金等将来負担軽減資産 10,302,179
[内訳] 地方債償還額等充当基金残高 3,030,291

地方債償還額等充当歳入見込額 1,449,946
地方債償還額等充当交付税見込額 5,821,942

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 2,574,842 千円
※５ 有形固定資産のうち、土地は6,244,335千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は24,711,672千円です。

貸 方借 方

貸 借 対 照 表
(平成27年3月31日現在)



【経常行政コスト】 （単位：千円）

総 額 構成比率
生活インフラ・
国土保全 教 育 福 祉 環境衛生 産業振興 消 防 総 務 議 会 支払利息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

(1) 人件費 1,296,737 18.9% 110,067 235,094 206,737 106,639 93,736 22,554 434,445 87,465 0

(2) 退職手当引当金繰入等 158,350 2.3% 14,450 29,036 29,310 17,997 15,627 2,581 45,567 3,783 0

(3) 賞与引当金繰入額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 計 1,455,087 21.2% 124,517 264,130 236,047 124,636 109,363 25,135 480,012 91,248 0

(1) 物件費 1,255,354 18.3% 131,511 407,960 96,882 133,309 106,989 39,324 335,616 3,763 0

(2) 維持補修費 32,120 0.5% 951 14,352 721 123 11,736 1,528 2,709 0

(3) 減価償却費 1,285,220 18.7% 480,833 355,098 37,393 3,875 242,131 16,679 149,211

小 計 2,572,694 37.4% 613,295 777,410 134,996 137,307 360,856 57,531 487,536 3,763 0

(1) 社会保障給付 641,687 9.3% 4,657 633,262 3,768

(2) 補助金等 1,343,963 19.6% 7,066 78,675 392,727 154,560 426,275 199,793 83,033 1,834 0

(3) 他会計等への支出額 762,118 11.1% 82,633 0 532,313 26,325 120,134 0 713 0

58,177 0.8% 947 420 0 51,091 4,290 0 1,429 0

小 計 2,805,945 40.8% 90,646 83,752 1,558,302 235,744 550,699 199,793 85,175 1,834 0

(1) 支払利息 35,129 0.5% 35,129

(2) 回収不能見込計上額 3,920 0.1% 3,920

(3) その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小 計 39,049 0.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 35,129 3,920 0

(A) 6,872,775 828,458 1,125,292 1,929,345 497,687 1,020,918 282,459 1,052,723 96,845 35,129 3,920 0

12.1% 16.4% 28.1% 7.2% 14.9% 4.1% 15.3% 1.4% 0.5% 0.1% 0.0%

【経常収益】
一般財

源

使 用 料 ・ 手 数 料 (B) 73,260 9,201 5,727 0 1,132 48,228 0 8,972 0 0 0 0

分担金・負担金・寄附金 (C) 109,847 0 2,733 83,748 7,412 0 0 15,954 0 0 0 0

(D) 183,107 9,201 8,460 83,748 8,544 48,228 0 24,926 0 0 0 0

(E) 2.7% 1.1% 0.8% 4.3% 1.7% 4.7% 0.0% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0%

(F) 6,689,668 819,257 1,116,832 1,845,597 489,143 972,690 282,459 1,027,797 96,845 35,129 3,920 0 0
(差引)純経常行政コスト

(A)－(D)

経常行政コスト合計

（ 構 成 比 率 ）

経 常 収 益 合 計
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（単位：千円）

純 資 産 合 計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一 般 財 源 等

そ の 他
一 般 財 源 等

資産評価差額

期首純資産残高 38,610,574 5,440,969 33,221,262 △ 51,657 0

純経常行政コスト △ 6,689,668 △ 6,689,668

一般財源

地方税 4,798,903 4,798,903

地方交付税 169,112 169,112

その他行政コスト充当財源 660,065 660,065

補助金等受入 1,345,278 242,644 1,102,634

臨時損益

災害復旧事業費 △ 2,905 △ 2,905

公共資産除売却損益 69,864 69,864

投資損失 0 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,205,453 △ 1,205,453

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 93,754 △ 93,754

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 260,980 260,980

減価償却による財源増 △ 236,708 △ 1,048,512 1,285,220

地方債償還に伴う財源振替 281,524 △ 281,524

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 38,961,223 5,446,905 33,492,501 21,817 0

（1年間の増減 350,649 5,936 271,239 73,474 0 ）

純 資 産 変 動 計 算 書

自 平成26年4月 1日

至 平成27年3月31日



（単位：千円）

人件費 1,455,968
物件費 1,255,354
社会保障給付 641,687
補助金等 1,343,963
支払利息 35,129
他会計等への事務費等充当財源繰出支出 547,601
その他支出 35,025
支 出 合 計 (a) 5,314,727
地方税 4,783,205
地方交付税 169,112
国県補助金等 1,082,912
使用料・手数料 62,829
分担金・負担金・寄附金 108,843
諸収入 38,319
地方債発行額 114,000
基金取崩額 169,050
その他収入 539,803
収 入 合 計 (b) 7,068,073
経 常 的 収 支 額 (b-a) (A) 1,753,346

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
公共資産整備支出 1,921,491
公共資産整備補助金等支出 58,177
他会計等への建設費充当財源繰出支出 712
支 出 合 計 (c) 1,980,380
国県補助金等 262,366
地方債発行額 472,000
基金取崩額 192,000
その他収入 58,304
収 入 合 計 (d) 984,670
公 共 資 産 整 備 収 支 額 (d-c) (B) △ 995,710

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
投資及び出資金 0
貸付金 88,000
基金積立額 235,998
定額運用基金への繰出支出 2,835
他会計等への公債費充当財源繰出支出 213,805
地方債償還額 535,048
支 出 合 計 (e) 1,075,686
国県補助金等 0
貸付金回収額 88,000
基金取崩額 0
地方債発行額 0
公共資産等売却収入 69,864
その他収入 10,680
収 入 合 計 (f) 168,544
投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 (f-e) (C) △ 907,142

当年度短期借入金（翌年度繰上充用金）増減額 (D) 0
当年度歳計現金増減額 (A+B+C+D) (E) △ 149,506
期首歳計現金残高 (F) 772,655
期末歳計現金残高 (E+F) (G) 623,149

623,149
※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成26年度における一時借入金の借入限度額は200,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

収入総額 8,221,287 千円

地方債発行額 △ 586,000

財政調整基金等取崩額 △ 115,908

支出総額 △ 8,370,793

地方債元利償還額 570,177

財政調整基金等積立額 231,598

基礎的財政収支 △ 49,639 千円

資 金 収 支 計 算 書

自 平成26年4月 1日
至 平成27年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部


